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～将来見通しについて～

東京電力グループの事業運営に関する以下のプレゼンテーションの中には、「今後の
見通し」として定義する報告が含まれております。それらの報告はこれまでの実績では
なく、本質的にリスクや不確実性を伴う将来に関する予想であり、実際の結果が「今後
の見通し」にある予想結果と異なる場合が生じる可能性があります。
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12017年4-9月期決算のポイント

【4-9月期決算】

 経常収益は、販売電力量が減少したものの、燃料費調整額の増
加などにより電気料収入が増加したことなどから増収

 経常費用は、燃料価格の上昇や太陽光発電からの購入増などに
より増加

 経常利益は５年連続の黒字となったものの、前年同期はプラス要
因であった燃料費調整制度のタイムラグ影響※が、今期はマイナ
ス要因となったことから減益

 四半期純利益は資金援助申請に伴う資金交付金を計上したこと
から増益
※燃料費調整制度において、燃料価格の変動が即座に反映されると仮定した場合の収入額と実際の収入額との差異

【2018年3月期の業績予想】

 2017年7月28日公表時から変更なし
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2１．連結決算の概要
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3２．販売電力量、収支諸元

販売電力量 （単位：億kWh）

2017年

4-9月

2016年

4-9月
増減

為替レート（ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ） 111.1 円/㌦ 105.2 円/㌦ 5.9 円/㌦

原油価格（全日本CIF） 51.4 ㌦/ﾊﾞｰﾚﾙ 43.8 ㌦/ﾊﾞｰﾚﾙ 7.6 ㌦/ﾊﾞｰﾚﾙ

LNG価格（全日本CIF） 47.9 ㌦/ﾊﾞｰﾚﾙ 36.7 ㌦/ﾊﾞｰﾚﾙ 11.2 ㌦/ﾊﾞｰﾚﾙ

収支諸元

2017年

4-9月

2016年

4-9月

比較

増減 比率（％）

電 灯 376 399 △ 23 94.2

電 力 774 797 △ 22 97.2

合 計 1,150 1,196 △ 45 96.2

※ 島嶼等は除く。全国販売を含む。



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

増　減 比率（％）

107.1  

101.3  

電 灯 料 99.1    

電 力 料 103.0  

184.1  

122.0  

再 エ ネ 特 措 法 交 付 金 118.3      

託 送 収 益 1,026 667 358 153.7      

130.1  

106.6  

2017年
4-9月

2016年
4-9月

比 較

( 売 上 高 ) 28,316 26,433 1,882

電 気 料 収 入 22,410 22,118 291

9,289 9,374 △ 85

13,121 12,744 376

地帯間・他社販売電力料 1,144 621 522

そ の 他 収 入 3,847 3,152 694

（
再
掲

）

1,891 1,598 292

子 会 社 ・ 連 結 修 正 1,142 878 264

経 常 収 益 合 計 28,544 26,771 1,773

4３．経常収益（連結）

（単位：億円）

３基幹事業会社を
除 く 子 会 社 お よ び
関連会社の金額（相
殺消去後）を表示

東京電力ホールディ
ングスと３基幹事業
会社（東電フュエル
＆パ ワー 、東 電パ
ワーグリッド、東電エ
ナジーパートナー）
の４社合計（相殺消
去後）の実績

・販売電力量の減

△910

・燃料費調整額の

増 ＋1,050

・再エネ特措法

賦課金 +361
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増　減 比率（％）

1,639 △ 58 96.5     

6,092 1,129 122.8    

1,353 △ 138 90.7     

2,734 △ 12 99.6     

5,623 998 121.6    

335 △ 61 84.4     

1,547 13 100.9    

245 △ 23 91.4     

5,879 256 104.6    

2,637 361 115.9      

934 252 137.0    

26,385 2,356 109.8    

( 2,377 ) ( 2,928 ) ( △ 550 ) 81.2    

2,159 △ 582 78.8    

2017年
4-9月

2016年
4-9月

比 較

人 件 費 1,698

燃 料 費 4,962

修 繕 費 1,491

減 価 償 却 費 2,746

購 入 電 力 料 4,625

支 払 利 息 397

租 税 公 課 1,534

経 常 損 益 2,742

原 子 力 バ ッ ク エン ド 費 用 268

そ の 他 費 用 5,622

2,276（ 再掲）再エネ 特措法納付金

子 会 社 ・ 連 結 修 正 682

経 常 費 用 合 計 24,029

( 営 業 損 益 ）

5４．経常費用（連結）

３基幹事業会社を
除 く 子 会 社 お よ び
関連会社の金額（相
殺消去後）を表示

東京電力ホールディ
ングスと３基幹事業
会社の４社合計（相
殺消去後）の実績

・為替、燃料価格（ＣＩ

Ｆ）などの変動影響

＋1,420

・火力発電の減

△290

・太陽光発電からの

購入増など

（単位：億円）
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6５．特別損益（連結）

(特別損失)

原子力損害賠償費

・風評被害等の見積増など

(特別利益)

原賠・廃炉等支援機構資金交付金

・2017年5月及び6月資金援助申請

（単位：億円）

比　較

1,286 364 921

原賠・廃炉等支援機構資金交付金 1,286 -               1,286

持 分 変 動 利 益 -               364 △ 364

1,102 1,685 △ 582

原 子 力 損 害 賠 償 費 1,102 1,685 △ 582

183 △ 1,320 1,504特 別 損 益

2017年4-9月 2016年4-9月

特 別 利 益

特 別 損 失
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7６．連結財政状態

 総資産残高は、未収原賠・廃炉等支援機構資金交付金の減少などにより 2,793億円減少
 負債残高は、原子力損害賠償引当金の減少などにより 4,689億円減少
 純資産残高は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上などにより 1,895億円増加
 自己資本比率 2.0ポイント改善

・親会社株主に帰属する
四半期純利益の計上

＋2,112億円

資産

12兆2,776億円

負債

9兆9,289億円

純資産

2兆3,486億円

2017年3月末 BS
2017年9月末 BS

自己資本比率：19.1% 自己資本比率：21.1%

負債の減
△4,689億円

・原子力損害賠償引当金

△ 1,211億円

・有利子負債

△ 1,206億円

純資産の増
＋1,895億円

資産

11兆9,982億円 負債

9兆4,600億円

純資産

2兆5,382億円

2.0ポイント
改善

資産の減
△ 2,793億円

・未収原賠・廃炉等

支援機構資金交付金

△ 958億円

・現金及び預金

△ 811億円
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8７．2018年3月期業績予想

※今回公表した2018年3月期通期見通しについては、2017年7月28日に公表した内容から変更はありません。

（単位：億円）

57,500 57,500 53,577

2,000 2,000 2,276

980 980 △ 806

2,880 2,880 1,328

2017年3月期
通期実績

売 上 高

経 常 損 益

特 別 損 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 益

2018年3月期

(今回見通し)

2018年3月期
(2017年7月28日

公表見通し)
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収 支 諸 元

2018年3月期
（今回見通し）

2018年3月期
（2017年7月28日

公表見通し）

2017年3月期
実績

販 売 電 力 量 （ 億 k W h ） 2,332 2,352 2,415 

全 日 本 通 関 原 油
C I F 価 格 （ ㌦ / ﾊ ﾞ ｰ ﾚ ﾙ ）

53 程度 54 程度 47.5

為 替 レ ー ト （ 円 / ㌦ ） 113 程度 114 程度 108.4

出 水 率 （ ％ ） 98 程度 98 程度 94.2

原 子 力 設 備 利 用 率 （ ％ ） - - -

9

2018年3月期
（今回見通し）

2018年3月期
（2017年7月28日

公表見通し）

2017年3月期
実績

＜燃料費＞

C I F 価 格 1 ㌦ ／ ﾊ ﾞ ｰ ﾚ ﾙ 160 程度 160 程度 170 程度

為 替 レ ー ト 1 円 ／ ㌦ 110 程度 110 程度 100 程度

原 子 力 設 備 利 用 率 １ ％ - - -

＜支払利息＞

金 利 １ ％ （ 長 ・ 短 ） 280 程度 280 程度 210 程度

影 響 額 （単位：億円）

８．2018年3月期業績予想（収支諸元表）
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補足資料
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連結損益計算書 10

（単位：億円）

増減 比率(％)

28,316 26,433 1,882 107.1

25,939 23,505 2,433 110.4

2,377 2,928 △ 550 81.2

228 337 △ 109 67.6

持 分 法 投 資 利 益 169 138 30 122.4

446 523 △ 77 85.2

2,159 2,742 △ 582 78.8

1 1 △ 0 76.8

1,286 364 921 －

1,102 1,685 △ 582 －

228 476 △ 248 47.8

1 1 △ 0 82.4

2,112 941 1,170 224.3

特 別 損 失

法 人 税 等
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 損 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
四 半 期 純 損 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 損 益
原 子 力 発 電 工 事 償 却
準 備 金 引 当

特 別 利 益

2017年4-9月 2016年4-9月
比較

売 上 高

営 業 費 用

営 業 損 益
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連結経常収益の内訳 11

（注）

（注）東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽと3基幹事業会社の4社合計（相殺消去後）の実績

（単位：億円）

増減 比率(％)

28,544 26,771 1,773 106.6

28,316 26,433 1,882 107.1

26,775 25,302 1,473 105.8

22,410 22,118 291 101.3

電 灯 料 9,289 9,374 △85 99.1

電 力 料 13,121 12,744 376 103.0

257 220 36 116.6

887 401 486 221.1

3,220 2,561 659 125.7

483 344 138 140.3

228 337 △109 67.6

電 気 料 収 入

地 帯 間 販 売 電 力 料

他 社 販 売 電 力 料

そ の 他

附 帯 事 業 営 業 収 益

営 業 外 収 益

2017年4-9月 2016年4-9月
比較

経 常 収 益

売 上 高

電 気 事 業 営 業 収 益
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連結経常費用の内訳 12

（注）

（注）東京電力ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽと３基幹事業会社の４社合計（相殺消去後）の実績

（単位：億円）

増減 比率(％)

26,385 24,029 2,356 109.8

25,939 23,505 2,433 110.4

24,554 22,551 2,003 108.9

人 件 費 1,639 1,698 △58 96.5
燃 料 費 6,092 4,962 1,129 122.8
修 繕 費 1,353 1,491 △138 90.7
減 価 償 却 費 2,734 2,746 △12 99.6
購 入 電 力 料 5,623 4,625 998 121.6
租 税 公 課 1,547 1,534 13 100.9
原 子 力 ﾊ ﾞ ｯ ｸ ｴ ﾝ ﾄ ﾞ 費 用 245 268 △23 91.4
そ の 他 5,319 5,225 94 101.8

450 272 177 165.3

446 523 △77 85.2

335 397 △62 84.3
111 126 △15 87.7

附 帯 事 業 営 業 費 用

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

2017年4-9月 2016年4-9月
比較

経 常 費 用

営 業 費 用

電 気 事 業 営 業 費 用
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人件費（1,698億円→1,639億円）

給料手当(1,278億円→1,204億円） △74億円 

退職給与金(87億円→132億円） 44億円 

数理計算上の差異処理額　48億円（△19億円→29億円）

燃料費（4,962億円→6,092億円）
消費量面 約 △290億円 

火力発電の減によるもの 約 △290億円 

価格面 約 1,420億円 

為替の変動による増 約 320億円 

ＣＩＦの変動による増など 約 1,100億円 

△58億円 

1,129億円 

＜数理計算上の差異処理額＞ （単位：億円）

発生額

処理額 （再掲） 処理額 （再掲）

4-9月処理額 4-9月処理額

2015年3月期発生分 △381 △127 △63 - - -

2016年3月期発生分 266 88 44 88 44 44

2017年3月期発生分 △89 △29 - △29 △14 △44

合　　計 △67 △19 59 29 △0

（注）「数理計算上の差異」は、発生年度から3年間で定額法により計上。

各期の費用処理額（引当額）
2018年3月期

9月末
未処理額

2017年3月期 2018年3月期

連結経常費用の対前年同期比較（1） 13
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連結経常費用の対前年同期比較（2） 14

修繕費（1,491億円→1,353億円）
電源関係（461億円→506億円） 45億円 

水力（26億円→31億円） 5億円 
火力（293億円→318億円） 24億円 
原子力（139億円→155億円） 15億円 
新エネルギー等（1億円→1億円） △0億円 

流通関係（1,016億円→833億円） △182億円 
送電（103億円→76億円） △27億円 
変電（60億円→42億円） △18億円 
配電（851億円→714億円） △136億円 

その他（14億円→13億円） △0億円 

減価償却費（2,746億円→2,734億円）
電源関係（1,198億円→1,230億円） 32億円 

水力（114億円→111億円） △2億円 
火力（657億円→632億円） △25億円 
原子力（420億円→481億円） 61億円 
新エネルギー等（6億円→5億円） △0億円 

流通関係（1,501億円→1,464億円） △37億円 
送電（705億円→672億円） △33億円 
変電（271億円→265億円） △5億円 
配電（524億円→526億円） 1億円 

その他（46億円→39億円） △6億円 

購入電力料（4,625億円→5,623億円）
地帯間購入電力料（211億円→255億円） 44億円  

他社購入電力料（4,413億円→5,367億円） 953億円  

△138億円 

△12億円 

998億円  

主な増減要因
火 力：定検ユニット台数の増加による定検費用の増など

主な増減要因

配 電：スマートメーターのスイッチング工事に伴う計器取替

費用の減、配電線改修工事費用等の減など

主な増減要因

他社購入電力料：太陽光発電からの購入増など

＜減価償却費の内訳＞

2016年4-9月 → 2017年4-9月
普 通 償 却 費 2,734億円　 2,733億円　

試 運 転 償 却 費 12億円　 0億円　
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連結経常費用の対前年同期比較（3） 15

租税公課（1,534億円→1,547億円）
道路占用料（139億円→142億円） 3億円  

事業税（258億円→261億円） 2億円  

原子力バックエンド費用（268億円→245億円）
使用済燃料再処理等拠出金費（ - 億円→152億円） 152億円  

使用済燃料再処理等費（160億円→ - 億円） △160億円  

使用済燃料再処理等準備費（14億円→ - 億円） △14億円  

原子力発電施設解体費（92億円→92億円） △0億円  

電気事業営業費用－その他（5,225億円→5,319億円）
再エネ特措法納付金（2,276億円→2,637億円） 361億円  

雑費（76億円→112億円） 36億円  

消耗品費（77億円→55億円） △21億円  

賃借料（道路占用料以外）（517億円→489億円） △27億円  

普及開発関係費（76億円→31億円） △45億円  

委託費（1,195億円→963億円） △232億円  

原賠・廃炉等支援機構負担金（283億円→283億円） -

附帯事業営業費用（272億円→450億円）
ガス供給事業（246億円→424億円） 177億円  

支払利息（397億円→335億円）
期中平均利率の低下（1.24％→1.10％）［4社合計］ △23億円  

有利子負債残高の減による影響（期末有利子負債残高 6兆2,190億円→5兆8,914億円）［4社合計］ △38億円  

営業外費用－その他（126億円→111億円）
社債発行費（11億円→5億円） △5億円  

△23億円  

94億円  

177億円  

△62億円  

△15億円  

13億円  

主な増減要因
再エネ特措法納付金：再エネ賦課金の増
委託費：原子力損害賠償請求受付業務委託費の減、

ソフトウェア委託費の減など

主な増減要因
ガス供給事業：LNG販売数量増に伴う原材料費増など

※電気事業会計規則改正（2016年10月1日）により、「使用済燃料再処理等費」及び「使用済燃料再処理等準備費」
勘定が廃止され、「使用済燃料再処理等拠出金費」勘定が新設された。
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経常損益

前期
2,742 当期

2,159

（単位：億円）

 経常損益は、582億円減益の 2,159億円

582億円
減益

ＣＩＦ
△1,320

その他の費用の減

 親会社株主に帰属する四半期純損益は、1,170億円増益の 2,112億円の黒字

経常損益 △582、特別損益 ＋1,504、法人税等 ＋248 など

需給収支（再エネ含む）
△1,382

燃料費
調整額

+1,050

その他経常収支
＋799

+385

燃調ﾀｲﾑﾗｸﾞ
影響 △140

7.6$/b上昇

燃調ﾀｲﾑﾗｸﾞ
影響+870

＋401

委託費の減 ＋232

修繕費の減 ＋138 など

△620

5.9円/$ 円安
為替
△320

その他 子会社利益等の増

託送収益の増 ＋358  など

kWh影響 その他の
収益の増

△170

+11

連結業績の変動要因 ～前年同期からの変動 16
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東北地方太平洋沖地震による影響 17

◇原賠・廃炉等支援機構資金交付金

66,513 1,286 67,800

◆災害損失
●福島第一1～4号機に関するもの 10,259 △ 12 10,246

●その他 3,870 △ 0 3,869

◆災害損失　計① 14,129 △ 13 14,116

◇災害損失引当金戻入額（特別利益）②
・福島第一5・6号機の廃止に伴い復旧費用等の見積を変更した差額

合　　計（ ① - ② ）　 13,809 △ 13 13,796

◆福島第一5・6号機廃止損失

398 － 398

◆原子力損害賠償費
●個人に係るもの

●法人・事業主に係るもの

●その他

●政府補償金受入額 △ 1,889 － △1,889

●除染費用等に対応する資金交付金 △ 15,260 △ 12,096 △27,357

合　　計　 67,491 1,102 68,594

28,475 745 29,220　・営業損害、出荷制限指示等に伴う損害、風評被害、一括賠償、
　　間接被害等

34,748 12,378 47,127　・財物価値の喪失又は減少等、住居確保損害、除染費用、
　　福島県民健康管理基金等

●福島第一5・6号機の廃止に関する費用または損失

21,418 75 21,493
　・検査費用、精神的苦痛、自主的避難、就労損害等

(注) 貸借対照表『未収原賠・廃炉等支援機構資金交付金』に整理
※1：原子力損害賠償補償契約に基づく政府補償金（1,889億円）、除染費用等に対応する資金交付金（15,260億円）を控除した後の金額
※2：原子力損害賠償補償契約に基づく政府補償金（1,889億円）、除染費用等に対応する資金交付金（27,357億円）を控除した後の金額

320 － 320

（単位：億円）

内訳
2011年3月期～
2017年3月期

2017年4-9月
これまでの

累計

○原子力損害賠償・廃炉等支援機構法に基づく交付金 ※1 ※2
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連結貸借対照表

ROA：営業損益/平均総資産
ROE：（親会社株主に帰属する）四半期純損益/平均自己資本

（注）

18

（単位：億円）

増減 比率(％)

119,982 122,776 △2,793 97.7

100,792 102,938 △2,145 97.9

19,189 19,837 △647 96.7

94,600 99,289 △4,689 95.3

56,716 61,179 △4,463 92.7

37,816 38,043 △226 99.4

67 66 1 101.6

25,382 23,486 1,895 108.1

25,374 23,290 2,083 108.9

△48 143 △191 －

56 52 3 107.4

その他の包括利益累計額

非 支 配 株 主 持 分

負 債

固 定 負 債

流 動 負 債

原子力発電工事償却準備引当金

純 資 産

株 主 資 本

2017年9月末 2017年3月末
比較

総 資 産

固 定 資 産

流 動 資 産

＜有利子負債残高＞ （単位：億円）

2017年9月末 2017年3月末 増　減

社　債 23,733 32,059 △8,325

長期借入金 17,808 19,388 △1,579

短期借入金 17,300 8,601 8,699

合　計 58,843 60,049 △1,206

＜参考＞

2017年

4-9月

2016年

4-9月
増　減

ＲＯＡ（％） 2.0 2.2 △0.2

ＲＯＥ（％） 8.7 4.2 4.5

ＥＰＳ（円） 131.86 58.77 73.09
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連結キャッシュ・フロー計算書 19

（単位：億円）

比較

増減

営業活動によるキャッシュ･フロー 2,912 3,307 △395

 税金等調整前四半期純利益 2,342 1,420 921

減価償却費 2,788 2,825 △36

支払利息 335 397 △62

原賠・廃炉等支援機構資金交付金 △1,286 － △1,286

原子力損害賠償費 1,102 1,685 △582

売上債権の増減額（△は増加） △934 △1,051 116

仕入債務の増減額（△は減少） △96 △802 706

利息の支払額 △337 △241 △95

東北地方太平洋沖地震による災害特別損失の支払額 △106 △221 115

原賠・廃炉等支援機構資金交付金の受取額 3,855 3,900 △45

原子力損害賠償金の支払額 △3,961 △3,965 3

その他合計 △789 △637 △151

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,516 △2,436 △79

　 固定資産の取得による支出 △2,691 △2,897 205

その他合計 175 461 △285

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,229 △3,884 2,654

社債の発行による収入 2,909 － 2,909

社債の償還による支出 △11,240 △2,000 △9,240

長期借入金の返済による支出 △1,628 △2,491 863

短期借入れによる収入 17,291 5,372 11,918

短期借入金の返済による支出 △8,591 △4,922 △3,669

その他合計 30 157 △127

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △38 38

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △833 △3,050 2,217

現金及び現金同等物の期首残高 9,402 13,399 △3,996

連結の範囲の変更による現金及び現金同等物の減少額 － △965 965

現金及び現金同等物の四半期末残高 8,569 9,382 △813

2017年4-9月 2016年4-9月
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20連結キャッシュ・フローの概要 ～前年度末からの主な増減

 当四半期末の現金及び現金同等物は、833億円減少の 8,569億円

・ 営業CFは、税金等調整前四半期純利益の計上などにより、2,912億円のプラス

・ 投資CFは、固定資産の取得による支出などにより、2,516億円のマイナス

・ 財務CFは、社債の償還・借入金の返済が社債・借入金の調達を上回ったことなどにより、

1,229億円のマイナス

期 首
現金及び

現金同等物

残 高
9,402億円

期 末
現金及び

現金同等物

残 高
8,569億円

営 業 C F
＋2,912億円

投 資 C F
△2,516億円

財 務 C F
△1,229億円

営業CF
（賠償除き）

＋3,015

固定資産
取得支出
△2,691

借入調達

＋17,339

社債償還
△11,240

借入返済等

△10,238

賠償関係

△106

投融資の回収
による収入等

＋175

（単位：億円）

833億円
減 少

※賠償資金
698億円を含む

※賠償資金
591億円を含む

※
※

社債調達
＋2,909
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セグメント情報 21

(注1)売上高の下段は、外部顧客への売上高

(注2)当社の報告セグメントは、機能に応じて｢ホールディングス｣、｢フュエル＆パワー｣、｢パワーグリッド｣、｢エナジーパートナー｣の4つとしている。

（単位：億円）

増減 比率（%）

28,316 26,433 1,882 107.1
4,091 4,607 △515 88.8

252 278 △26 90.4

8,275 8,123 151 101.9
87 158 △71 54.9

8,356 8,156 199 102.4
1,735 1,297 438 133.8

27,032 25,628 1,403 105.5

26,241 24,698 1,542 106.2
調 整 額 △19,439 △20,083 644 -

2,159 2,742 △582 78.8
ホ ー ル デ ィ ン グス 1,627 695 931 233.9

フ ュ エル ＆パ ワー 77 1,225 △1,147 6.4

パ ワ ー グ リ ッ ド 816 322 493 253.1
エナジーパートナー 903 493 409 183.0

調 整 額 △1,264 5 △1,270 -

売 上 高

ホ ー ル デ ィ ン グス

フ ュ エル ＆パ ワー

2017年4-9月 2016年4-9月
比較

パ ワ ー グ リ ッ ド

エナジーパートナー

経 常 利 益
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（単位：億円）

今回
(10/31)

前回
（7/28)

4-9月

実績
通期実績

今回
(10/31)

前回
（7/28)

1,150 2,332 2,352 1,196 2,415

51.4 53程度 54程度 43.8 47.5 160程度 160程度 170程度

111.1 113程度 114程度 105.2 108.4 110程度 110程度 100程度
95.6 98程度 98程度 89.1 94.2 10程度 10程度 10程度

- - - - - - - -

280程度 280程度 210程度

（注）影響額のうち「全日本通関原油CIF価格」「為替レート」「出水率」「原子力設備利用率」は

　　年間の燃料費への影響額を、　「金利」は支払利息への影響額をそれぞれ示している。

出水率(1%)

2018年3月期 【参考】
2017年3月期

2018年3月期
通期見通し 【参考】

2017年3月期
通期実績

4-9月
実績

通期見通し

原子力設備
利用率 (%)

原子力設備
利用率(1%)

金利(1%)

販売電力量 (億kWh)

全日本通関
原油CIF価格 ($/b)

全日本通関
原油CIF価格(1$/b)

為替レート (円/$) 為替レート(1円/$)

出水率 (%)

【参考】主要諸元・影響額／為替レート・全日本CIF価格の推移 22

為替レートの推移 全日本CIF価格の推移

2016年

2017年

2017年 原油

2016年 LNG2016年 原油

2017年 LNG
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単位：億kWh

第1四半期 7月 8月 9月 第2四半期 上期
水　　　　　　　力 32.5 12.0 12.4 11.0 35.3 67.8
火　　　　　　　力 394.7 166.9 157.9 137.0 461.8 856.5
原　　　子　　　力 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
新エネルギー等 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.3
合　　　　　　　計 427.3 179.0 170.3 148.0 497.3 924.6

第1四半期 7月 8月 9月 第2四半期 上期 第2四半期 上期
水　　　　　　　力 28.2 8.6 9.3 11.1 29.0 57.1 122.0% 118.7%
火　　　　　　　力 425.3 160.1 170.7 153.8 484.6 910.0 95.3% 94.1%
原　　　子　　　力 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 - -
新エネルギー等 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.4 98.1% 94.2%
合　　　　　　　計 453.7 168.8 180.1 164.9 513.8 967.5 96.8% 95.6%

2018年3月期

2017年3月期 【参考】前年度比較

単位：億kWh

第1四半期 7月 8月 9月 第2四半期 上期
電　　灯 178.3 64.1 69.7 63.9 197.6 376.0
電　　力 364.3 137.7 139.8 132.7 410.2 774.5
合　　計 542.7 201.8 209.5 196.5 607.8 1,150.5

第1四半期 7月 8月 9月 第2四半期 上期 第2四半期 上期
電　　灯 189.5 61.6 72.7 75.1 209.5 399.0 94.4% 94.2%
電　　力 373.3 138.6 142.9 142.0 423.5 796.8 96.8% 97.2%
合　　計 562.8 200.2 215.6 217.1 633.0 1,195.8 96.0% 96.2%

2018年3月期

2017年3月期 【参考】前年度比較

【参考】販売電力量／発電電力量の月別推移 23

発電電力量

販売電力量
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【参考】燃料消費量実績

（注）石油については、重油・原油の合算値であり、軽油等は含まれていません。

燃料消費量実績

国別・プロジェクト別受入実績

24

石油 LNG 石炭
原油

2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期

ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾈ ｼｱ 473 464 49 ﾌ ﾞ ﾙ ﾈ ｲ 2,230 1,940 2,095 ｵ ｰｽ ﾄﾗﾘｱ 5,903 6,745 5,667

ﾌ ﾞ ﾙ ﾈ ｲ - - - ダ ス 4,972 4,986 4,683 ｲ ﾝ ﾄ ﾞ ﾈ ｼｱ 1,458 1,402 1,920

ﾍ ﾞ ﾄ ﾅ ﾑ - - - ﾏ ﾚ ｰ ｼ ｱ 2,750 3,220 3,086 コロンビア - - 178

ｵ ｰｽ ﾄﾗﾘｱ 90 - - パ プア ニュ ーギ ニア 403 1,604 1,558 米 国 38 191 136

ｽ ｰ ﾀ ﾞ ﾝ 20 41 - ｵ ｰ ｽ ﾄ ﾗ ﾘ ｱ 297 305 300 ロ シ ア - 210 -

ｶ ﾞ ﾎ ﾞ ﾝ 62 - - ｶ ﾀ ｰ ﾙ 1,142 1,156 1,275 ｶ ﾅ ﾀ ﾞ 55 - -

ﾁ ｬ ﾄ ﾞ 61 111 - ﾀ ﾞ ｰ ｳ ｨ ﾝ 2,129 2,304 2,356 受 入 計 7,454 8,548 7,901

そ の 他 0 0 0 ｶ ﾙ ﾊ ｯ ﾄ 548 428 500

受 入 計 706 616 49 ｻ ﾊ ﾘ ﾝ 2,262 2,010 1,491

イ ン ド ネ シ ア - - 57

重油 （単位：千kl） 短 期 ・ ｽ ﾎ ﾟ ｯ ﾄ 8,023 4,934 4,965

2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 受 入 計 24,754 22,887 22,366

受 入 計 2,440 1,540 1,578

（単位：千kl） （単位：千t） （単位：千t）

2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期
2017年
4-9月

【参考】
2016年
4-9月

LNG（万トン） 2,349 2,155 2,106 957 997

石油 （万kl） 310 248 205 33 106

石炭 （万トン） 753 834 814 419 403
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25【参考】再生可能エネルギーの固定価格買取制度

費
用
負
担
調
整
機
関

（
低
炭
素
投
資
促
進
機
構
）

回避可能費用
581億円

当
社

再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー

発
電
者

お
客
さ
ま

（
需
要
家
）

交付金
1,891億円

※1 東京電力パワーグリッド（島嶼）、東京電力エナジーパートナー（島嶼除く）
※2 グループ会社を含む

（その他収入）

（その他費用）

（購入電力料）

（電気料収入）

※1

※2

（2017年4-9月の金額）

納付金
2,637億円

賦課金
2,637億円

買取費用
2,472億円
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【参考】公募債償還スケジュール 26

（注）2017年4-9月における償還額は3,851億円

（決算期）

償還予定額（2017年9月末時点）

東京電力公募債

パワーグリッド公募債
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福島第一原子力発電所の

現状と今後の取り組み
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1～4号機の現況 27

●福島第一原子力発電所に関する最新の進捗状況はこちら（当社ＨＰ）をご覧下さい

 1～3号機は、原子炉、使用済燃料プールの温度や放射性物質の放出量等から、冷温停止状態を維持と

判断。現在、使用済燃料取り出しに向けた準備作業を実施中。

 燃料デブリ取り出しに向け、原子炉格納容器内部調査等を計画・実施中。

原子炉*
圧力容器底部温度：23.5℃／

格納容器内温度：23.7℃
27.8℃／30.1℃ 29.2℃／29.1℃ 燃料なし

燃料プール* 22.9℃ 22.1℃ 24.6℃ 燃料なし

使用済燃料・

燃料デブリ

取り出しに

向けた作業

【使用済燃料取出し関連】

・防風フェンス（ガレキ撤去時のダスト飛
散を抑制）を設置するための柱・梁の設
置を10月26日に完了。防風フェンスの設
置を10月末頃より開始予定。

【燃料デブリ取出し関連】

・2017年3月に自走式調査装置を用いて、
格納容器内部調査を実施。得られた画
像データと線量データをもとに、内部の状
況を継続検討。

【使用済燃料取出し関連】

・2015年11月に建屋上部の全面解体を
判断。

・2017年10月から原子炉建屋屋上の汚
染源である屋根保護層（ルーフブロック・
敷砂等）の撤去準備作業を実施中。

【燃料デブリ取出し関連】

・2017年1月から2月に格納容器内部調
査を実施。ペデスタル内のグレーチング
の脱落や変形、ペデスタル内に多くの堆
積があることを確認。

【使用済燃料取出し関連】
・燃料取出しに向けたドーム屋根設置作
業を実施中。
【燃料デブリ取出し関連】
・2017年7月のペデスタル内調査で、溶
融物が固化したと思われるものやグレー
チング等の落下物、堆積物を確認
・2017年5月から9月に宇宙線由来のミュ
オンを用いた測定を実施。圧力容器底部
に一部燃料デブリが存在している可能性
があること等を評価。

【使用済燃料取出し関連】
・燃料プールからの燃料取り出し完了
(2014年12月)。

＊温度は10月26日5時時点

３号機 ４号機

安全第一福島第一
安全第一福島第一 安

全

第
一

福島第一

安全第一 福島第一安全第一 福島第一安全第一 福島第一

注水

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

注水

２号機

燃料取り出し用カバー

移送済み燃料（体）

1535 /1535
2014年12月22日
全ての移送作業が完了

原子炉
格納容器

原子炉
圧力容器

燃料
デブリ

注水

使用済燃料
プール

原子炉建屋

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

１号機

遮へい体

建
屋
カ
バ
ー
鉄
骨

392 体 615 体 566 体
設備の現況

http://www.tepco.co.jp/decommision/index-j.html
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第4回中長期ロードマップ改訂（2017年9月）のポイント 28

【出所】廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議資料（2017.9.26）

●改訂版の中長期ロードマップはこちら（当社ＨＰ）をご覧下さい

１．改訂に当たっての基本的姿勢
（１）安全確保の最優先・リスク低減重視の姿勢は維持

（２）廃炉作業の進展に伴い現場状況がより明らかになってきたことを踏まえた、廃炉作業全体の最適化

（３）地域・社会とのコミュニケーションを重視・一層の強化

２．今回改訂のポイント
（１）燃料デブリ取り出し

機構が複数の取り出し工法を比較・検討し、
８月末に政府への技術提言を策定・公表

（２）プール内燃料取り出し
作業の進展により、安全確保の観点から、
新たに必要な作業が明確化

（３）汚染水対策
サブドレン、海側遮水壁、凍土壁等の予防
・重層対策が進展。建屋流入量は大幅低減

（４）廃棄物対策
機構が「基本的考え方」に関する政府への
技術提言を８月末に策定・公表

（５）コミュニケーション
帰還・復興の進展により、より丁寧な情報
発信・コミュニケーションが必要に

提言を踏まえ、「燃料デブリ取り出し方針」を決定
－気中・横工法に軸足、格納容器底部を先行
－ステップ・バイ・ステップ(小規模から段階的に)

判明した現場状況への対応、安全確保対策の徹底・
追加により慎重に作業。廃炉作業全体を最適化し、
建屋周辺の環境を並行して改善

予防・重層対策を適切に維持・管理し、確実に運用。
凍土壁・サブドレンの一体的運用により、汚染水発
生量を削減。液体廃棄物の取扱いは、現行方針を堅
持。

提言を踏まえ、「基本的考え方」を取りまとめ
－安全確保（閉じ込め・隔離）の徹底
－性状把握と並行し、先行的処理方法を選定

コミュニケーションの一層の強化。丁寧な情報発信
に加え、双方向のコミュニケーションの充実

http://www.tepco.co.jp/decommision/planaction/roadmap/index-j.html
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改訂版中長期ロードマップの目標工程（マイルストーン） 29

【出所】廃炉・汚染水対策関係閣僚等会議資料（2017.9.26）

廃止措置終了までの期間
（30～40年後）

第３期安定化に向けた取組 第１期

冷温停止状態達成
・放出の大幅抑制

第２期

2013年11月
（4号機燃料取り出し開始） 2021年12月 30～40年後

使用済燃料取り出し開
始までの期間（2年以内）

燃料デブリ取り出しが
開始されるまでの期間（10年以内）

2011年12月

廃炉工程全体の枠組みは維持

対策の進捗状況を分かりやすく示す目標工程
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汚染水対策 30

＜主な汚染水対策＞

• 多核種除去設備等による汚染水浄化

• トレンチ内の汚染水除去

• 地下水バイパスによる地下水汲み上げ

• 建屋近傍の井戸での地下水汲み上げ

• 凍土方式の陸側遮水壁の設置

• 雨水の土壌浸透を抑える敷地舗装

• 水ガラスによる地盤改良

• 海側遮水壁の設置

• タンクの増設（溶接型へのリプレイス等）

2013年12月、国の原子力災害対策本部にて、汚染水問題に関する3つの基本方針の下、予防的・重層的な
追加対策が取りまとめられた。

「汚染源に水を近づけない」対策の一つである陸側遮水壁について、2017年8月22日より残る未閉合箇所（１
箇所）の凍結を開始、既に一部が0℃以下となっている。

汚染水を「漏らさない」

●汚染水対策の主な取り組みはこちら（当社ＨＰ）をご覧下さい

汚染源に水を「近づけない」

汚染源を「取り除く」

海側遮水壁

遮水壁の閉合作業が完了（2015年10月26日）。

サブドレンの運用

建屋周辺の井戸（サブドレン）から地下水くみ上げ、専用の設備で浄化・水質確認のうえ、
排水（2017年10月24日15時現在の累積排水量は432,018t）

＜主な進捗状況＞

トレンチ内汚染水除去

4号機の海水配管トレンチ汚染水除去・充填完了（2015年12月21日）。これにより、 2～4号

機海水配管トレンチ内の約1万トンの汚染水除去が完了。

凍土方式の陸側遮水壁

未閉合箇所（１箇所）について、2017年8月より凍結を開始。凍結が順調に進捗し、近傍の
遮水壁内外の水位差が拡大。

引き続き、地中温度、水位および汲み上げ量の状況等を監視し、効果を確認。

• 滞留水除去により2017年6月時点におい

て、建屋内滞留水中の放射性物質を2014

年度比で半分まで低減

建屋内滞留水処理

http://www.tepco.co.jp/decommision/planaction/waterprocessing/index-j.html
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柏崎刈羽原子力発電所の

現状と今後の取り組み
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主な安全対策
（１）概要

31

 東北地方太平洋沖地震以降、更なる安全性を確保するため、以下の対策を進めていく。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等

（5）代替水中ポンプ及び代替海水熱交換器設
備の配備

• 代替の水中ポンプ等を配備し、海水系の冷却機
能が喪失した場合においても残留熱除去系を
運転できるようにする。

海水

原
子
炉
建
屋
等
へ

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化
等

（8）原子炉建屋トップベント設備の設置
• トップベント設備を設置して、原子炉
建屋内での水素の滞留を防止する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（1）水源の設置
• 発電所敷地構内に緊急時の水源となる淡
水の貯水池を設置し、原子炉や使用済燃
料プールへの冷却水の安定的な供給を
確保する。

Ⅱ．建屋等への浸水防止
（1）防潮壁の設置（防潮板含む）
• 安全上重要な機器が設置されている原子炉
建屋に防潮壁を設置し、津波による電源設
備や非常用ディーゼル発電機などの浸水を
防ぎ、発電所の安全性を確保する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強
化等

（ 12 ） 高台への緊急時用 資機材
倉庫の設置

• 高台に緊急時用資機材倉庫を設
置し、津波により緊急時に必要な
資機材の喪失を防止する。

Ⅱ．建屋等への浸水防止
（2）原子炉建屋等の水密扉化
• 原子炉建屋やタービン建屋、熱
交換器建屋の扉を水密化すること
により、建屋内の機器の水没を防
止する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（ 3） 空冷式ガスタービン発電機車等の追

加配備
• 大容量ガスタービン発電機車等を追加配備
して、全ての交流電源を喪失した場合でも、
電源供給を行い残留熱除去系ポンプを運転
できるようにする。

（4）緊急用の高圧配電盤の設置と原子炉
建屋への常設ケーブルの布設

• 緊急用の高圧配電盤を設置するとともに、原
子炉建屋への常設ケーブルを布設すること
により、全交流電源喪失時における電源供
給ラインを常時確保し、残留熱除去系ポンプ
等に電力を安定供給できるようにする。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（7）フィルタベント設備の設置
• 格納容器ベント時の放射性物質の放出を
抑制する。

• 後備設備として地下式フィルタベントを設
置する。

Ⅰ．防潮堤（堤防）の設置
• 発電所構内の海岸前面に防潮堤（堤防）
を設置し、津波の浸入・衝撃を回避して
敷地内の軽油タンクや建物・構築物等を
防御する。

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等
（ 11 ） 環境 モ ニタ リング設 備等 の増強 ・

モニタリングカーの増設
• 発電所周辺の放射線量を継続的に計測
するため、モニタリングカーの追加配備を
行う。
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主な安全対策
（２）実施状況

32

*1 当社において自主的な取り組みとして実施している対策 *2 周辺工事は継続実施

2017年10月12日現在

項目 １号機 ２号機 ３号機 ４号機 ５号機 ６号機 ７号機

Ⅰ．防潮堤（堤防）の設置 完了 完了

Ⅱ．建屋等への浸水防止

（1）防潮壁の設置（防潮板含む） 完了 完了 完了 完了 海抜15ｍ以下に開口部なし

（2）原子炉建屋等の水密扉化 完了 検討中 工事中 検討中 完了 完了 完了

（3）熱交換器建屋の浸水防止対策 完了 完了 完了 完了 完了 －

（4）開閉所防潮壁の設置*1 完了

（5）浸水防止対策の信頼性向上（内部溢水対策等） 工事中 検討中 工事中 検討中 工事中 工事中 工事中

Ⅲ．除熱・冷却機能の更なる強化等

（1）水源の設置 完了

（2）貯留堰の設置 完了 検討中 検討中 検討中 完了 完了 完了

（3）空冷式ガスタービン発電機車等の追加配備 完了 工事中

（4）－1  緊急用の高圧配電盤の設置 完了

（4）－2  原子炉建屋への常設ケーブルの布設 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了

（5）代替水中ポンプおよび代替海水熱交換器設備の配備 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了

（6）高圧代替注水系の設置 工事中 検討中 検討中 検討中 工事中 工事中 工事中

（7）フィルタベント設備（地上式）の設置 工事中 検討中 検討中 検討中 工事中
性能試験
終了*2

性能試験
終了*2

（8）原子炉建屋トップベント設備の設置*1 完了 完了 完了 完了 完了 完了 完了

（9）原子炉建屋水素処理設備の設置 完了 検討中 検討中 検討中 完了 完了 完了

（10）格納容器頂部水張り設備の設置 完了 検討中 検討中 検討中 完了 完了 完了

（11）環境モニタリング設備等の増強・モニタリングカーの増設 完了

（12）高台への緊急時用資機材倉庫の設置*1 完了

（13）大湊側純水タンクの耐震強化*1 － 完了

（14）大容量放水設備等の配備 完了

（15）アクセス道路の多重化・道路の補強 完了 工事中

（16）免震重要棟の環境改善 工事中

（17）送電鉄塔基礎の補強*1・開閉所設備等の耐震強化工事*1 完了

（18）津波監視カメラの設置 工事中 完了
（19）コリウムシールドの設置 検討中 検討中 検討中 検討中 検討中 完了 完了



©Tokyo Electric Power Company Holdings, Inc. All Rights Reserved.

新規制基準適合性に係る審査（１） 33

至近までの審査状況

・2013年9月27日、6/7号機の新規制基準への適合性確認の申請を実施
・適合性確認の申請以降、実施してきた審査会合を通じて変更となった内容を
反映した原子炉設置変更許可申請の補正書を、2017年6月16日、8月15日、
9月1日に原子力規制委員会へ提出

・2017年10月4日の原子力規制委員会において、原子炉設置変更許可申請書に
関する「審査書案」が提示された

→ 現在、審査書案に対するパブリックコメント募集中

設置許可までの見通し（先行例では補正申請から許可まで最短で3ヶ月）

・パブリックコメント募集（意見提出期間：10月5日～11月3日) 
⇒ コメントを踏まえて補正書の再提出 ⇒ 許可

・BWR初号機ゆえ、原子力規制庁のパブリックコメント対応に時間を要す可能性あり
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新規制基準適合性に係る審査（２） 34

東京電力ホールディングス原子力規制委員会

2013年7月8日
新規制基準施行

2013年9月27日 適合性申請

原子炉設置変更許可申請

保安規定変更認可申請

工事計画認可申請

補正書申請

原子炉設置変更許可申請

保安規定変更認可申請

工事計画認可申請

審査書案作成

認 可

許 可

使用前検査

認 可

2013年11月21日～ 審査会合（地震・津波等審査/プラント審査）

現在

＜審査の流れ＞
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その他の取り組み
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経営合理化方策 35

＜経営合理化方策（コスト削減） ※2＞

 新・総合特別事業計画（コスト削減額[東電本体※1] 4.8兆円/10年）に加えて、10年間で1兆円超のコ
スト削減深掘りを確実に達成するため、新々・総合特別事業計画のもと、「カイゼンを基軸とした生産
性倍増」、「デジタル化技術活用などによる大胆な技術・業務イノベーション」など、今までにない非連
続な経営合理化を断行する。

 新々・総合特別事業計画の目標達成に向けた2017年度コスト削減目標、東電本体7,021億円、子会
社・関連会社619億円について、全社一丸となり取り組んでいるところ。

 総合特別事業計画に掲げた不動産、有価証券、子会社・関連会社の売却目標(2011年度～2013年
度）は達成済み。今後も、最効率の事業運営に向けて、引き続き最大限取り組む。

【コスト削減】

【資産売却】

※1 東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル＆パワー株式会社、東京電力パワーグリッド株式会社、東京電力エナジーパートナー
株式会社を指す

※2 表中のコスト削減額は、震災前の計画を基準（新・総合特別事業計画と同様）に算定
※3 新・総合特別事業計画に加えて、カイゼン、技術・業務のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ他による、コスト削減の深掘りを反映した2017年度目標値

2016年度
実績

2017年度

目標 ※3 達成見通し

東電本体 ※1 7,673億円 7,021億円 －

子会社・
関連会社

666億円 619億円 －
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原子力改革の取り組み
（１）原子力改革に向けた体制

 「福島原子力事故を決して忘れることなく、昨日よりも今日、今日よりも明日の安全レベルを高め、比類無き安全を
創造し続ける原子力事業者になる」との決意を実現するため、2013年4月から「原子力安全改革プラン」を推進。

 原子力安全改革プランを承認した原子力改革監視委員会へ進捗等を定期的に報告。2017年1月30日の委員会で
は、2016年度上半期に実施した原子力安全改革プランの自己評価結果について、組織全体としての活動のベクト
ル合わせとこれに必要な内部コミュニケーションの充実が弱みとして指摘された。

 新経営体制においても、委員会の提言・指摘等を踏まえて、プランを見直しするとともに、着実に実行していく。

提言

監視・監督 報告

諮問

＜原子力改革の体制＞

原子力改革監視委員会（2012年9月11日設置）
当社の原子力改革の取り組みについて監視・監督し、取締役会に報告・提言

・デール クライン委員長（元米国原子力規制委員会(NRC)委員長） ・バーバラ ジャッジ副委員長（英国原子力公社名誉会長）
・櫻井 正史 委員（元国会 東京電力福島原子力発電所事故調査委員会委員）

取 締 役 会

原子力改革特別タスクフォース
（2012年9月11日設置）

「原子力改革監視委員会」の監視
の下、改革を実行。

ｿｰｼｬﾙ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ室
（2013年4月10日設置）

社会的感性に適合した行動を社
内に徹底させるとともに、日常的
に潜在リスク情報の収集・分析を
行い、迅速かつ適切な情報開示
を促進。

原子力安全監視室
（2013年5月15日設置）

2015年4月1日に取締役会直轄組織から執行役社長
直属の組織へと改編。
原子力の現場第一線により近い位置から、原子力部
門を監視し助言を行うとともに、執行側にあってより
直接的に原子力安全に関わる意思決定に関与。

原子力・立地本部

福島第一廃炉推進カンパニー（ 2014年4月1日設置）
福島第一原子力発電所における廃炉・汚染水対策に関して、責任体制を明確化し、集中して取り組むことを目的として、廃炉・汚染
水対策に係る組織を社内分社化。
廃炉・汚染水対策最高責任者（CDO：Chief Decommissioning Officer）を置くとともに、原子力関係の経験が豊富なメーカー原子力部
門統括責任者クラス3名をバイスプレジデントとして任命。また、2015年6月30日付で日本原子力発電の常務執行役員である村部良
和氏をシニアバイスプレジデントとして招へい（2017年10月1日付で同社常務執行役員師尾直登氏に交替）、廃棄物対策、5･6号機
の安全維持、放射線・化学管理などを重点的に担務。

36
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（２）原子力安全改革プランの進捗報告

 原子力安全改革プランは、事故の背後要因となった“安全意識”、“技術力”、“対話力”の不足を補い、向上させるこ
とを目的として、６つの対策で構成。加えて、組織全体のガバナンスを強化する取組みを実行中。

 免震重要等問題への対策の一環として、柏崎刈羽の審査対応に専念している本社原子力部門とコミュニケーション
部門との連携を深めるとともに、立地地域のみなさまの原子力発電に対する不安や当社に対する不信を直接受け
止めるため、本社原子力部門管理職の柏崎市・刈羽村への訪問活動、新潟県内各所でのコミュニケーションブース
説明などに参加する取り組みを7月から開始。

※2017年8月4日公表「原子力安全改革プラン進捗報告（2017年度第1四半期）」より

対策 最近の主な取り組み等
※

ガバナンスを強化
する取り組み

・各組織や個人が、全体の目標や相互の役割について共通の理解を持って遂行できるよう、マネジメントモデルを作成

・業務分野に応じた個人や役職の理想的なふるまい（基本行動）をファンダメンタルズとしてまとめ、原子力部門全社員で共有

・組織間のコミュニケーションを活性化し、組織の縦割り意識を解消するため、若手社員を中心メンバーとした内部コミュニ
ケーションチームを設置

経営層からの改革 ・新任執行役に対して、原子力安全に関する知識を高めることを目的とした研修を実施

経営層への監視・
支援強化

・原子力安全監視室は、緊急時体制の訓練などを監視した結果、部門横断的業務において優先順位、責任体制、管理方法と
いった構造的側面からガバナンスの改善を図る余地があることを指摘

・海外の優良な原子力事業者にならい、原子力部門トップに対する組織運営やマネジメント全般に対する助言・指導を目的と
する 「原子力安全アドバイザリーボード」を設置（委員として5名の海外専門家を招へい）

深層防護提案力の
強化

・海外の専門家を講師とした運転経験情報勉強会や現場観察指導などを継続（世界標準の考え方や方策を学び、原子力安全
を向上させる力量の充実を図る）

リスクコミュニケー
ション活動の充実

・コーポレート・コミュニケーションの世界的権威を招へいし、リスクコミュニケータや広報スタッフを対象とした研修を実施
・立地地域のみなさまに福島第一の廃炉事業の進捗状況や廃炉事業に関わる人やその思いなどをお知らせする情報誌
「はいろみち」を4月1日に創刊（約10,000部発行）

発電所および本社の
緊急時対応力の強化

・電動機交換、重機操作などの緊急時における直営技術力向上の取り組みを継続（福島第二では3回目（2015年度開始）となる
技能競技大会を実施）

原子力安全を高める
ための人財の育成

・原子力人財育成センターでは、国際的良好事例として認識されている体系的な教育訓練アプローチに基づき、「運転」、
「保全」、「放射線管理・化学管理」、「燃料分野」の教育訓練プログラムの新規開発と見直しを完了し、研修を開始
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＜ホールディングス＞
2017年 8月25日 収益力改善・企業価値向上のための新組織「稼ぐ力創造ユニット」の設置を決定

2017年 9月 7日 JapanTaxi(株)、(株)ottaとタクシーを活用したIoT見守りサービスを開始

＜フュエル＆パワー＞
2017年 8月10日 富津火力発電所２号系列第７軸の高効率化、２号系列の定格出力を増加

2017年 9月15日 富津火力発電所１号系列第４軸の高効率化（燃料費やCO2排出量削減に向けたガス
タービン等の取替工事が完了）

2017年 9月19日 事業領域拡大に向けたエコファーム事業を展開（発電事業のノウハウやアセットを
活用し、イチゴの通年栽培に挑戦）

2017年 9月28日 JXTGエネルギー(株)、大阪ガス(株)と川崎市扇島地区における都市ガス製造および
供給の新会社「扇島都市ガス供給(株)」設立を決定

＜パワーグリッド＞
2017年10月11日 大東建託(株)と宅内IoTプラットフォームを活用したスマート賃貸住宅の共同実証実験

を開始
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＜エナジーパートナー＞
2017年 8月 3日 日本瓦斯(株)と都市ガス事業のプラットフォームを提供する新会社「東京エナジー

アライアンス(株)」を設立

2017年 8月 7日 ソニーモバイルコミュニケーションズ(株)とスマートホーム分野でIoTを活用したサービス
を構築

2017年 8月 9日 (株)エプコと住宅の省エネ総合サービスを提供する住まいの省エネ会社「TEPCOホー
ムテック(株)」を設立

2017年 8月31日 ご家庭向け都市ガス販売エリアを拡大（栃木県、群馬県、茨城県、埼玉県および
千葉県へ）

2017年 9月14日 法人のお客さま向けガス料金プラン「TEPCOグリーン＋ガス」（グリーン熱証書を活用
した国内初の低CO2都市ガス料金プラン）の販売を開始

2017年 9月19日 (株)ICMGと新商品・サービスの発掘から事業化までの企画・開発に特化した合弁会社
「TEPCO i－フロンティアズ(株)」を設立

2017年 9月21日 (株)LIXILと、環境に負荷をかけないZEHの普及促進を目的とした合弁会社「(株) LIXIL 
TEPCO スマートパートナーズ」を設立

2017年10月 2日 複数の店舗を保有する法人のお客さま向け省エネ分析サービスの提供を開始（IoT
技術とデータ分析によるエネルギーのトータル管理を実現）
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